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　Xバンド水平偏波レーダー反射因子（Zh）と降雪強
度水当量（R）の関係式を 6種類の固形降水粒子種（ク
ラス）について示す．これらの関係式は，日本の新潟
県における同時観測によって得られた Zh，R，及び降
水粒子種を比較することによって求められた．式の形
は Zh＝B R1.67を仮定し，Bを観測により決定される係
数とした．Rの値と降水粒子種は，それぞれ，風よけ
ネット内に設置された高分解能降水強度計と光学式
ディスドロメーターを用いて求められた．平均Zhは地
上観測点風上側に位置する約100km2の解析領域につ
いて求められた． 3冬季にわたる48事例について，卓

越する降水粒子種，代表的な粒径と落下速度，Zh，R，
Bの平均値が得られた．濃密雲粒付雪片の Bの平均値
は雲粒付雪片の値より小さかった．最も大きなBの値
は雲粒無し樹枝状結晶の雪片（unrimed‒Dクラス）の
事例について，最も小さい Bの値は雲粒無し低温型結
晶の雪片（unrimed‒Cクラス）が降っていた事例につ
いて得られた．霰事例の Bの平均値は，雲粒付及び濃
密雲粒付雪片の値に対して大まかに 2倍程度であり，
unrimed‒Dクラスの値よりも小さかった．Xバンドに
おいては，雪片の単位降水強度あたりの後方散乱が霰
よりも強いか弱いかは，ライミングの程度と構成雪結

　熱帯成層圏における準二年振動（QBO）の十年規模
変動を1950年代から2019/2020年までのシンガポール
と再解析のデータを使って調べた．その結果，QBOは
周期と同様に振幅も十年規模の時間スケールで変調さ
れていることが判明した．これら二つの十年規模変動
は1980年代以前には正相関であったが，1980年代以降
は負相関を示していた．1950年代から2014年までの期
間において，QBO振幅には四つの極大値（QBOmax）が
1967，1983，1995，2005年ころにあり，三つの極小値
（QBOmin）が1973，1988，2000年ころにあった．これ
らのQBOmaxとQBOminのコンポジット解析を行ったと

ころ，QBO十年規模振幅変動は鉛直断面で最大値は
20hPa面において約 3 m s－1であった．一方，水平構造
において最大値は赤道上に位置せず，その値は20hPa
面では北緯 5度で3.5m s－1，50hPa面では南緯 5度で
1.8m s－1であった．QBO十年規模振幅変動はNiño3.4
域の海面水温偏差や太平洋十年規模振動（PDO）指数
の十年規模成分と正の高い相関になっており，太平洋
中央の熱帯海面水温偏差が十年規模のタイムスケール
で QBOに実質的な影響を及ぼしていることを示して
いる．
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　乾季（ 6月～11月）におけるインドネシアの降水量
の年々変動および数十年スケール変動について，1939
年から2016年までの Climate Research Unit（CRU）お
よび1979年から2016年までの Global Precipitation Cli-
matology Project（GPCP）の降水データを用いて解析
した．CRUデータと GPCPデータの両方の EOF第一
主成分（PC 1）は，標準的な El Niño‒Southern Oscil-
lation（ENSO），ENSO Modoki，および Indian Ocean 
Dipole（IOD）が，インドネシアの降水量の年々変動
に影響を与える主要な気候モードであることを示し
た．また，Interdecadal Pacific Oscillation（IPO）が
降水量の十年スケール変動に影響を及ぼす主要な要因

であることも示された．さらに，IPOは，インドネシ
アの降水に対する IODの影響を変化させ，1979年から
1997年の正の IPOフェーズでは IODの影響が弱く，
1939年から1978年と1998年から2016年の負の IPO
フェーズでは IODの影響が強くなることが明らかに
なった．また，標準的な ENSOおよび ENSO Modoki
の影響の IPOフェーズ依存性は全般的には不明瞭で
はあるものの，1998～2016年の負の IPOフェーズで
は，それ以前の期間と比較して，ENSO Modokiの影
響がより重要になる一方で，標準的な ENSOの影響は
それほど明確ではなくなっていた．

晶の種類に依存していた．

　太平洋・日本（Pacific‒Japan；PJ）パターンの形成
に及ぼす日本の東海上で生ずるロスビー波砕波の寄与
の重要性を，熱帯大気海洋変動の寄与と比較しながら
定量的に調べた．まず，正及び負の位相を持つ PJパ
ターンのそれぞれの事例を，砕波が発生した事例と発
生しなかった事例に分類した．その結果，砕波によっ
て引き起こされた正位相の PJパターン事例数は，正
位相全事例の約20％を占めることが分かった．また，
砕波を伴う正位相の PJパターン事例数は，砕波を伴
う正負両位相事例の約80％を占めていた．次に，砕波
を伴う正位相の PJパターン事例について，ラグ合成
図を用いたQベクトルに基づく診断を行った．その結
果，日本の東海上での砕波が，北西太平洋亜熱帯域へ
向かう南西方向への高渦位大気の進入と，それによっ
て北西太平洋亜熱帯域で力学的に惹起される強い対流
活動を通して，PJパターンの形成を促進することが示

された．この PJパターンの形成メカニズムは先行研
究で示されたものと一致する．一方，砕波を伴う負位
相の PJパターン事例を対象とする合成図解析によっ
て，砕波と関連する対流圏上層での東西方向に延伸し
た大気循環場偏差，及びインド洋全体での正の海面水
温偏差が北西太平洋亜熱帯域での対流活動を弱化させ
たために，砕波の発生にも拘わらず，負位相の PJパ
ターンが形成されたことが示された．最後に，砕波を
伴わない正負両位相の PJパターン事例では，北西太
平洋亜熱帯域での対流活動域が，時間とともに北西進
して PJパターンの形成を促すことが合成図解析の結
果より示された．砕波を伴わない PJパターンは，熱
帯での海面水温偏差や北半球夏季季節内振動の位相と
密接に関連し，「純粋な」熱帯の影響によって形成され
ることが明らかとなった．
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　2015年 9月 1日に日本海の南西部の海上で突風を発
生させ，その結果海難事故を引き起こしたメソβス
ケール渦（meso‒β‒scale vortex: MBV）の発達のため
に重要な大気条件を理解するために，アンサンブルカ
ルマンフィルター（LETKF）を用いた101メンバー（一
つのアンサンブル平均を含む）のアンサンブル実験を
行った．最もMBVが強くなった 8メンバー（STRG）
と最も弱くなった10メンバー（WEAK）における，
MBVの構造と周りの大気条件の違いを明らかにする
ために，コンポジット解析を行なった．ここで，二つ
の強いメンバーは他の 8メンバーと比べて早く発達し
ていたことから，解析から取り除いた．解析の結果，

STRGにおける，MBV中心より北東域及び南域の地
表付近の低気圧性シアは，WEAKよりも強かった．加
えて，STRGにおける下層の水蒸気及び水蒸気フラッ
クスは，MBV南東域におけるより大きな対流有効位
置エネルギーに寄与し，結果として，MBV周辺の強
い対流を生じた．アンサンブル感度解析によって，コ
ンポジット解析の結果は統計的に支持された．地表付
近の水平シアは，MBVが埋め込まれた温帯低気圧の
構造に強く関係していた．STRGにおける温帯低気圧
の強さはWEAKと同程度であったが，温帯低気圧の
北東象限における風の低気圧性水平シアは，STRGの
方がWEAKよりも強くなっていた．

　中心気圧が960hPaで関東地方に上陸した台風Faxai
（1915）に関して，非静力学モデルを用いて格子間隔

1 kmでの数値シミュレーションを行なった．Faxaiは
上陸まで軸対称的な構造を維持し，強風により甚大な
被害をもたらした．シミュレーションの結果，上陸前
後の48時間の現実的な経路・強度が再現された．計算
された強度は上陸まで強く，渦の水平方向の大きさは
小さかった．計算された Faxaiの構造は，熱帯海洋上
における発達した熱帯低気圧（TC）のように，軸対称
的で目の壁雲が存在していた．中心付近で海面の潜熱
フラックスは上陸まで300W m－2を超えていて，高度
1.5‒12kmでの鉛直シアーは中緯度としては比較的弱

く， 9 m s－1よりも低かった．
　台風の環境場パラメータからポテンシャル強度
（MPI）を算出した．計算された TCの強度もベストト
ラックの強度も，上陸12時間前からMPIよりも大きい
superintense状態にあった．これは，内部コア域で超
傾度風化していたことによるもので，強い強度や軸対
称な構造が原因と考えられる．計算された TCは，成
熟期において傾度風平衡を除いたMPIの式に必要な
近似を良く満たしており，これは TCの構造が熱帯で
発達したものと類似していたためと考えられる．
　今回の解析から，Faxaiは，好ましい環境条件と渦
構造によって強い強度を維持したと考えられる．
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　気象庁では，降雪量および，雨や雪などの降水種別
の面的予測において鍵となる要素の一つである地上気
温を予測するため，格子形式の気温ガイダンスを運用
している．運用中の気温ガイダンスではカルマンフィ
ルタを用いており，入力として地上気温の観測値と観
測地点周辺の数値予報モデル出力値のみ利用してい
る．そのため，数値予報モデルで前線の予測に位置ず
れがある場合や，極端な低温または高温が観測される
ような場合には，気温を適切に予測することが困難と

なっている．
　本研究では，関東周辺での面的な地上気温の予測手
法として，エンコーダー・デコーダーモデルに基づく
畳み込みニューラルネットワークを提案する．検証の
結果，提案手法は運用中の気温ガイダンスの予測精度
を大幅に改善するとともに，前線の位置ずれや極端な
気温予測においても数値予報モデルのバイアスを修正
しうることがわかった．

　エアロゾル湿性沈着の雲内洗浄過程は，特に微小粒
子のシミュレーションに大きな不確定性を生じさせ
る．本研究では，非静力学正20面体格子大気モデルで
ある NICAMに，四つの異なる雲内洗浄スキームを導
入して，2011年 3月に起きた福島第一原子力発電所事
故に伴う放射性セシウム137（Cs‒137）の粒子動態に
関するモデル相互比較を実施した．導入した雲内洗浄
スキームの一つは，全球気候モデル（GCM）で用いら
れる手法であり，単純なチューニング変数を用いて除
去定数を決めるものである（GCM‒Type）．二つめは，
降水の予報変数化や現実的な鉛直輸送を考慮した雲解
像モデル（CRM）に最適化したスキームである（CRM‒
Type）．三つめは，地表面降水フラックスを用いて擬
一次近似の仮定で表現した伝統的なスキームである
（CONV‒Type）．四つめは，オフライン化学輸送モデ
ル（CTM）で用いられており，雲・降水フラックスや
簡略化されたパラメータ分析アプローチを用いたもの
である（CTM‒Type）．多くの実験結果では，シミュ
レーションした Cs‒137を観測結果と比較すると，±

30％のバイアス，0.6‒0.9の相関係数，67‒112Bq m－3

の不確実性，＜40％の精度（ 1 /10から10倍の範囲に収
まる値の割合）となった．CRM‒typeでは最適な結果
が得られたが，その結果を得るためにチューニング変
数の下限値を用いる必要があった．GCM‒typeと
CONV‒typeでは適切なチューニング変数を設定すれ
ば，適用可能なスキームであることもわかった．
CTM‒typeでは相関が良く，不確実性が小さかった
が，大きな負のバイアスが存在した．これらの解析か
ら，NICAMで計算している雲粒から雨粒への変換効
率が過大評価であることが示唆された．しかし，これ
は単純に雲微物理モジュールを変えるだけでは解決し
ない問題である．エアロゾル雲内洗浄スキームの感度
は，雲微物理の取り扱いの感度よりも，Cs‒137への影
響が大きいこともわかった．したがって，観測で得ら
れたCs‒137の空間分布を再現するためには，適切な雲
内洗浄スキームの利用と共に，より良い気象場を利用
することが不可欠である．
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　大気の数値モデルにおける接地層スキームは，その
モデルに導入される大気境界層スキームに矛盾しない
ことが望ましい．この研究では，Monin‒Obukhovの
相似則に基づいて，安定な接地層における運動量と熱
量に対する安定度関数φmとφnをMellor‒Yamada‒
Nakanishi‒Niino（MYNN）スキームから導いた．得ら
れた安定度関数は，運動量と熱量のフラックスを求め
るために高度 zに関して解析的に積分できるように，
それぞれφm＝1＋4.8z/Lとφh＝0.74＋6.0z/Lの関数
形に近似した．ここで，LはObukhovの長さである．
こうして求めたフラックスを過去の研究で提案された
四つの安定度関数から得られるフラックスと比較し
た．その結果，MYNNスキームによるフラックスは四
つのうちの二つとほとんど同じであり，ほかの二つよ

りも，海氷上で行われた Surface Heat Budget of the 
Arctic Ocean experiment（SHEBA）で得た観測結果
とよく一致した．MYNNスキームの結果と SHEBA
データの詳しい比較から，氷が乾雪に覆われた「冬」
の期間に観測されたフラックスの著しいばらつきは，
観測サイト周辺の粗度の大きな変動によって起こって
いることが示唆された．MYNNスキームの安定度関
数によると，バルク・リチャードソン数とフラック
ス・リチャードソン数は z/L→∞の極限で，それぞれ
0.26と0.21の臨界値に近づくことが示された．これら
の臨界値はMYNNスキームにおける乱流散逸にコル
モゴロフ仮説が適用された結果であり，コルモゴロフ
乱流から非コルモゴロフ乱流への遷移に対応すると考
えられる．

　本研究は，日本における冬季極端降雪と極端降水の
発生に対してマッデンジュリアン振動（MJO）が有意
な影響を及ぼしている事を，観測データ及び地球温暖
化対策に資するアンサンブル気候予測データベース
（d4PDF）を用いた解析により明らかにした．d4PDF
の全球および高解像度の領域モデルによる大規模アン
サンブルシミュレーションの解析により，MJOに伴
う日本における極端気象の発生確率を定量的に評価
し，地理的分布の違いを明らかにする事が初めて可能
となった．d4PDFの全球シミュレーションは，MJO
及び，北太平洋域から北米領域におけるMJOテレコ
ネクションを良く再現する事を示した．
　MJOの位相ごとに冬季極端降雪（降水）の発生確率
を評価したところ，以下の三つの結果が得られた．（1）
北西日本域における日本海側（SJA）の極端降雪発生
確率は，MJOが海大陸から西太平洋で活発な位相で
有意に約20％増加し，MJOがインド洋で活発な位相

で30‒40％減少する，（2）日本の太平洋側（PAC）の
極端降水は，MJOがインド洋で活発な位相で40‒50％
増加し，MJOが西太平洋で活発な時は約30％減少す
る，（3）関東地方（Kanto）の極端降雪は，MJOが東
部インド洋から海大陸で活発な位相で30‒45％増加す
る．
　三つの領域（SJA, PAC，及び Kanto）における極端
現象は，MJOに関係した異なるプロセスで発生する．
MJOにより東シベリア域でブロッキングの頻度が増
加し，シベリアから日本への上層トラフを伴う顕著な
寒気移流が強化されることにより，SJAの極端降雪が
促進される．PACの極端降水や Kantoの極端降雪の
発生には，MJOに伴う水蒸気フラックス収束の強化
による，ストームトラック活動や南岸低気圧の急発達
を促進する効果が重要である．さらに Kantoの降雪
は，MJOに関係したブロッキングからの寒気流入が
部分的に寄与している．
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